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１．はじめに                            
（１）経営改善の方針策定の趣旨 

当院では平成 29 年 3 月に策定した「南相馬市立病院改革プラン」（以下、「改革

プラン」という。）をもとに、赤字解消に向けて計画的な経営改善に取り組んでき

た結果、ここ数年は赤字幅が減少傾向にありました。 

この改革プランは平成 29 年度から令和 2 年度までを計画期間としていること

から、改定後の新公立病院改革ガイドライン（以下、「ガイドライン」という。）

を踏まえ、令和 2 年度中に新たな改革プランを策定する予定でしたが、国がガイ

ドラインの改定を先延ばしにしたことに伴い、策定に着手できない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、令和 2 年度に入り、新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」

という。）の感染拡大に加え、常勤医の不在等の影響により、患者数・収益ともに

大幅に減少しており、早急に改善の手を打たなければならない状況にあります。 

そのため、新たな改革プラン策定までの繋ぎとして、改革プランの 4 つの柱の

うち、『経営の効率化』部分のみに着目した「南相馬市立総合病院経営改善の方針」

（以下、「経営改善の方針」という。）を策定し、早期の経営改善・健全化に向け

た取組方針を示すものです。 

 

（２）計画期間 

経営改善の方針の計画期間は令和 3 年度から令和 7 年度までの 5 か年としま

す。 

 なお、計画期間中に新たな改革プランの策定に着手することが想定されますが、

新たな改革プランの『経営の効率化』部分については、経営改善の方針の中で示

す数値目標や達成のための取組内容を基本としながらも、取組の進捗状況や効果、

社会情勢の変化等を踏まえ、見直しを図っていく予定です。 
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２．経営診断                            
（１）経営状況分析 

① 損益分岐点分析 

令和元年度の決算書から収支黒字化達成までの増収必要額・必要患者数を分

析しました。令和元年度の経常収支は▲140,639 千円、黒字転化に必要な損益

分岐点収益は 4,966,247 千円であり、177,192 千円の増収（現状比 6.9％増）

が必要となります。 

入院患者数の増加のみで目標収益を達成する場合は年間 4,356 人（１日当り

11.9 人）の延べ患者数（1 日当り約 0.7 人の新入院患者数1）の確保が必要で

す。 

 

 ◆損益分岐点分析 設定条件 

 ≪令和元年度経常収支≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
1 令和元年度 1日当り延患者数（11.9 人）÷令和元年度平均在院日数（17.7 日）で算出している。 

※変動費は以下の考え方で設定。 

・材料費（医薬品、診療材料） 

・経費における変動費： 

光熱水費 

・委託費における変動費： 

検査委託、廃棄物、 

洗濯等の単価契約分 

（委託内変動費は、他事例の平均

的数値より、20％で設定） 

金額

　経常収益 4,789,055(千円)

　経常費用 4,929,694(千円)

　経常収支 ▲140,639(千円)

損益分岐点収益（変動費比率20.6％で想定） 4,966,247(千円)

損益分岐点利益達成に必要な増収額 177,192(千円)

割合

上記必要増収額を入院収益に振り分ける割合 100%

上記必要増収額を外来収益に振り分ける割合 0%

項目

項目

金額 増加率

現状の入院収益 2,552,315(千円) 100.0%

損益分岐点利益達成に必要な入院収益 2,729,507(千円) 106.9%

現状の外来収益 1,019,956(千円) 100.0%

損益分岐点利益達成に必要な外来収益 1,019,956(千円) 100.0%

項目

収益線

固定費線

変動費線
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損益分岐点

増収必要額：177百万円

経費：百万円

現状収益

4,789,055千円

損益分岐点収益

4,966,247千円

収益：百万円

利益
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   ○目標収益達成に必要な入院収益（全体の 100％）を病床稼働率の増加で達成する場合 

 

 

 

 

 

 

   ○目標収益達成に必要な入院収益（全体の 100％）を診療単価の増加で達成する場合 

 

 

 

 

 

 

 

② 公立他施設とのベンチマーク分析（経営状況・職員数状況） 

南相馬市立総合病院の経営状況について、以下の基準で選定した同規模黒字

病院と比較しました。 

 

  ≪ベンチマーク対象 同規模黒字病院選定基準≫ 

   ・入院延べ患者数が 1日当り 150～200 人2 

・減価償却費を除く医業収支が黒字3 

・看護配置が当院と同じ 10：1 

 

【概況比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果として 7病院が該当し、7病院の 1日当り入院患者数の平均値は当院の

令和元年度の 1 日当り入院患者数（171 人/日）と近い値（170 人/日）となっ

ています。 

                             
2 病床数では病院ごとに稼働率が異なり、実際に対応している入院患者数（＝業務量）に差が生じるため、今回

の分析では業務量が近しい病院から選定している。 
3 建物や医療機器等の整備による影響を除外した医業の収支状況を比較するために減価償却費を除いている。 

（単位：千円・％） 

現状の入院収益 2,552,315(千円)

年間延患者数 病床稼働率 74.5% 62,748(人)

診療単価(1患者当たり1日) 40,676(円)

損益分岐点利益達成に必要な入院収益 2,729,507(千円)

年間延患者数 62,748(人)

必要な診療単価(1患者当たり1日) 43,500(円)

現在の診療単価との差 2,824(円)

現状の入院収益 2,552,315(千円)

年間延患者数 病床稼働率 74.5% 62,748(人)

診療単価(1患者当たり1日) 40,676(円)

損益分岐点利益達成に必要な入院収益 2,729,507(千円)

必要な年間延患者数 病床稼働率 79.7% 67,104(人)

現在の延患者数との差 4,356(人)

当院
（H30）

当院
（R1）

平均
（7病院）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院

病床数 230 250 218 256 281 215 208 199 195 170

医業収益（千円） 3,873,967 3,939,014 3,426,813 4,029,769 4,227,070 3,809,272 3,279,309 3,308,337 2,826,543 2,507,391

医業費用（千円） 4,766,299 4,712,926 3,597,120 4,556,114 4,007,943 4,230,046 3,459,312 3,336,559 2,910,086 2,679,780

医業収支比率（減価償却費除く） 90.0 92.4 103.6 100.1 113.2 101.6 100.5 104.9 103.9 100.1

看護の基準 10：1 10：1 10：1 10：1 10：1 10：1 10：1 10：1 10：1 10：1

１日平均入院患者数 162 171 170 159 198 180 179 167 153 152

43,688 40,676 34,774 44,016 38,437 36,328 36,177 30,764 30,445 27,249

１日平均外来患者数 341 336 387 408 289 414 273 510 499 316

11,872 12,630 10,494 11,789 14,119 10,203 10,469 10,001 7,207 9,671

職員数（人） 324 307 281 298 312 265 317 199 348 227

　項目

（診療単価（円））

（診療単価（円））
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一方で、診療単価は当院が高く（入院収益差 117.7％）、当院は 7 病院より

も急性期の患者割合が高いことが推測されます。 

外来では、患者数は 7病院平均より低く、診療単価は当院が高くなっていま

す（外来収益差 105.5％）。外来診療単価は入院に比べて傾向の把握が難しい

ですが、当院が外来化学療法を積極的に実施している影響の可能性が考えられ

ます。 

 

【損益計算書比較（収益）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【比率比較】 

 

 

 

 

 

医業収益対の他会計負担金・補助金では、平成 30 年度は 7病院平均と同等

ですが、令和元年度は当院が高くなっています。 

  

（単位：千円・％） 

2,577 2,552
2,168

2,551 2,784
2,384 2,369

1,877 1,703 1,509

989 1,020
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1,174 994
1,030

697
1,245

882
746

308 367

292

305 449
396

213 186

242
252

686 850

506

834 408
394

480 429
739

261

0
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3,000

4,000

5,000

6,000

当院

（H30）

当院

（R1）

平均

（7病院）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院

収益内容比較
医業外収益 その他医業収益

外来収益 入院収益
（百万円）

当院
（H30）

当院
（R1）

平均
（7病院）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院

１．総収益 4,560,868 4,808,234 3,962,202 4,863,629 4,662,343 4,204,021 3,759,735 3,861,552 3,565,841 2,818,291

（１）医業収益 3,873,967 3,939,014 3,426,813 4,029,769 4,227,070 3,809,272 3,279,309 3,308,337 2,826,543 2,507,391

ア．入院収益 2,577,162 2,552,315 2,168,231 2,551,241 2,784,410 2,383,818 2,369,443 1,877,174 1,702,946 1,508,586

イ．外来収益 988,565 1,019,956 966,826 1,173,849 993,920 1,029,770 696,548 1,245,323 881,976 746,399

ウ．その他医業収益 308,240 366,743 291,755 304,679 448,740 395,684 213,318 185,840 241,621 252,406

（ア）うち他会計負担金 23,538 74,798 118,152 150,377 197,886 110,671 74,866 44,995 76,091 172,175

（イ）うち室料差額収益 44,224 42,344 44,435 68,198 77,677 76,660 27,031 24,749 24,329 12,402

（２）医業外収益 686,452 850,041 506,397 833,860 407,705 394,487 480,426 429,150 738,511 260,641

ア．受取利息配当金 6 5 1,347 209 2 1 8,548 668 1 2

イ．看護学院収益 - 0 15,676 0 0 0 0 0 109,729 0

ウ．国庫補助金 2,750 0 4,158 0 0 0 2,560 12,020 8,806 5,721

エ．都道府県補助金 161,289 185,775 6,268 315 5,495 3,327 6,686 17,419 3,759 6,872

オ．他会計補助金 262,406 313,803 111,569 145,226 191,050 103,252 141,415 110,470 22,051 67,518

カ．他会計負担金 59,918 89,174 86,755 255,426 32,143 46,048 59,827 109,334 58,175 46,331

キ．長期前受金戻入 171,638 219,516 130,824 343,875 124,983 104,180 43,388 153,780 42,520 103,039

ク．資本費繰入収益 - 0 35,278 0 0 95,973 150,970 0 0 0

ケ．その他医業外収益 28,445 41,768 114,524 88,809 54,032 41,706 67,032 25,459 493,470 31,158

（３）特別利益 449 19,179 28,992 0 27,568 262 0 124,065 787 50,259

再掲：他会計負担金・補助金 345,862 477,775 316,475 551,029 421,079 259,971 276,108 264,799 156,317 286,024

　項目

当院
（H30）

当院
（R1）

平均
（7病院）

医業収支比率（減価償却費除く） 90.0 92.4 103.6

他会計繰入金対経常収益比率 7.6 10.0 8.0

他会計繰入金対医業収益比率 8.9 12.1 9.1

他会計繰入金対総収益比率 7.6 9.9 7.9

　項目
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【損益計算書比較（費用）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医業収益対費用比較】        【比率比較】 

 

 

 

 

 

 

令和元年度の給与費は 7 病院平均と比べて 109.8％と高くなっていますが、

医業収益対給与費比率では7病院平均が60.4％であるのに対し、当院が57.7％

と低くなっています。 

一方、経費は7病院平均と比べて180.6％と高く、当院の経費内訳を見ると、

委託費や非常勤医師報酬等が高い割合となっており、実質的には人件費相当の

費用が経費を引き上げている状況です。 

上記を考慮し、給与費と経費を合わせた数値で比較すると、7病院平均と比

べて 126.6％と高くなり、医業収益対比率では 7病院平均が 79.2％であるのに

対し、当院が 87.3％と高くなっています。 

  

（単位：千円・％） 
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当院

（H30）

当院

（R1）

平均

（7病院）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院

費用内容比較
資産減耗費 研究研修費

経費 減価償却費

材料費 職員給与費

（百万円）

※他会計負担金・補助金を除く 

当院
（H30）

当院
（R1）

平均
（7病院）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院

２．総費用 4,998,739 4,958,499 3,879,701 4,776,689 4,413,594 4,407,876 3,601,146 3,556,371 3,613,400 2,788,834

（１）医業費用 4,766,299 4,712,926 3,597,120 4,556,114 4,007,943 4,230,046 3,459,312 3,336,559 2,910,086 2,679,780

ア．職員給与費 2,255,416 2,272,178 2,069,294 2,442,576 2,250,659 2,263,637 2,153,376 1,868,882 1,962,340 1,543,585

イ．材料費 816,036 798,128 571,381 765,986 702,047 769,154 440,200 585,891 409,121 327,268

ウ．減価償却費 462,367 449,219 290,498 532,141 274,343 482,308 196,569 182,819 189,926 175,379

エ．経費 1,202,751 1,167,213 646,405 789,485 763,216 700,750 657,229 662,266 333,302 618,584

オ．研究研修費 25,847 24,011 8,929 13,591 5,851 9,077 9,003 5,549 4,466 14,964

カ．資産減耗費 3,882 2,177 10,614 12,335 11,827 5,120 2,935 31,152 10,931 0

（２）医業外費用 225,981 216,768 243,274 220,575 207,121 176,686 130,724 215,117 646,944 105,754

うち企業債利息 62,159 52,365 42,761 31,428 22,846 52,808 48,829 102,999 5,074 35,344

（３）特別損失 6,459 28,805 39,307 0 198,530 1,144 11,110 4,695 56,370 3,300

３．経常利益又は経常損失 ▲ 431,861 ▲ 140,639 155,809 86,940 419,711 202,973 169,699 185,811 8,024 17,502

４．純利益又は純損失 ▲ 437,871 ▲ 150,265 154,333 86,940 248,749 203,855 158,589 305,181 47,559 29,457

345,862 477,775 316,475 551,029 421,079 259,971 276,108 264,799 156,317 286,024５．他会計繰入金（特別利益は除く）

　項目

当院
（H30）

当院
（R1）

平均
（7病院）

医業収支比率（減価償却費除く） 90.0 92.4 103.6

93.0 96.2 101.6

　項目

実質収益対経常費用比率※

当院
（H30）

当院
（R1）

平均
（7病院）

（１）医業費用 123.0 119.6 105.0

ア．職員給与費 58.2 57.7 60.4

イ．材料費 21.1 20.3 16.7

ウ．減価償却費 11.9 11.4 8.5

エ．経費 31.0 29.6 18.9

オ．研究研修費 0.7 0.6 0.3

カ．資産減耗費 0.1 0.1 0.3

　項目
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【医師業務量・診療単価比較】 

 

 

 

 

 

 

 

7 病院と比較すると、当院の常勤医師数は少ない状況4であり、医師一人当た

り患者数及び収入額が他病院と比べて高いですが、一部の常勤医師の対応患者

数・収入が極端に多いなど、特有の事情を考慮すると、当院の実際の平均的な

数値は、比較病院と同程度になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護職員、医療技術職員は患者数に対して平均より多くなっていますが、運

用している病棟数や検査体制（本館と脳卒中センターに分散して放射線機器を

配置）等によるものであり、確保している体制（病棟数）に対して患者数が少

ないことから生じています。例えば、看護師数を減らした場合、病棟夜勤者数

が不足し、病棟が運用できなくなります。 

事務職員数も他病院と比較して多く、委託業務の内容・範囲との切り分けや

事務業務内容の精査が必要です。 

  

                             
4 今回の分析は常勤医師数での比較であり、非常勤医師や派遣医師分は含まれていない。一般的に入院患者の主

治医は常勤医師が対応するため、常勤医師数のみの比較としている。 

常勤医師1人 患者1人 医師1人

1日当り 1日当り 1日当り

取扱患者数 診療単価 収入

◆ 当院（H30） 14.0 11.6 43,688 505,533

◆ 当院（R1） 15.0 11.4 40,676 464,903

● Ａ病院 22.0 7.2 44,016 318,116

● Ｂ病院 18.0 11.0 38,437 422,807

● Ｃ病院 22.0 8.2 36,328 297,229

● Ｄ病院 17.0 10.5 36,177 380,923

● Ｅ病院 20.0 8.4 30,764 256,879

● Ｆ病院 16.0 9.6 30,445 291,130

● Ｇ病院 19.0 8.0 27,249 217,992

入院
医師数

（常勤）

当院（H30）, 43,688

当院（R1）, 40,676

Ａ病院, 44,016

Ｂ病院, 38,437

Ｃ病院, 36,328

Ｄ病院, 36,177

Ｅ病院,30,764

Ｆ病院, 30,445

Ｇ病院, 27,249

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0

患
者
1
人
当
た
り
入
院
診
療
単
価

医師1人1日当たり取扱い患者数

8.6 8.7

13.8

9.1

12.2

9.5
12.0

10.5
12.5

11.4

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

当院

（H30）

当院

（R1）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院 平均

（7病院）

医師数比較（入院患者数100人対）

101.2
92.7 86.2

67.7 71.1 63.7 71.3 72.5
63.2 70.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

当院

（H30）

当院

（R1）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院 平均

（7病院）

看護職員数比較（入院患者数100人対）

35.8 34.4
28.3 26.8

18.9

47.5

25.7
31.4

18.4
28.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

当院

（H30）

当院

（R1）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院 平均

（7病院）

医療技術職員数比較（入院患者数100人対）

13.6 12.8

8.8 8.1
6.1

12.8
10.2

14.4

4.6

9.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

当院

（H30）

当院

（R1）

Ａ病院 Ｂ病院 Ｃ病院 Ｄ病院 Ｅ病院 Ｆ病院 Ｇ病院 平均

（7病院）

事務職員数比較（入院患者数100人対）
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③ 資産状況からの施設・医療機器等の施設更新コストのリスク分析 

令和 2年度の固定資産台帳より、建物・設備、器械備品の整備状況を整理し

ました。建物・設備については、平成 4 年度の建設以降、平成 28 年度の脳卒

中センター建設以外に資産に係る大きな投資は無く、設備（電気・空調・給排

水等）の更新も行っていない状況です。特に、建設後 30 年近く経過した設備

は老朽化が進んでおり、数年以内に何らかの対応が必要となる可能性が高くな

っています。なお、全て更新する場合には病院建築費の 30％程度5が必要と考

えられます。 

器械備品については、平成 28 年度の脳卒中センター整備の段階で整備した

医療機器の減価償却が残っている状況を考慮すると、医療機器の償却残高（帳

簿価格）が約 20％6と少ない状況です。今後 2 年程度で脳卒中センター整備の

際に取得した器械備品も償却期間完了となることを考慮すると、当院の医療機

器の多くは老朽化が進むことになり、計画的な器械備品投資が行える経営体力

の確保が喫緊の課題です。 

   

  

                             
5 病院建築では全体整備費の約 60％が建物躯体、約 40％が設備(電気、給排水、空調等)になり、設備老朽化に

伴う改修工事を行う場合、改修費は全体整備額の 30％程度となることが多い。 

6 償却期間完了段階で取得価格の 5％を残す方式を採用しているため、実際には現段階で減価償却が残っている

器械備品は取得価格の 15％程度となる。 
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（２）生産性分析 

① 診療科別生産性分析 

令和元年度決算書から、各収益・費用項目の配賦基準を設定し、診療科別に

整理しました。 

 

 

 

 

 

 

病院全体での医業収支比率は 82.0％であり、産婦人科、内科、循環器内科、

脳神経外科、整形外科、消化器内科の順で全体より高い医業収支比率となって

いますが、100％を超える診療科はありません。 

また、複数の常勤医師がいる診療科は医業収支比率が高い傾向にありますが、

常勤医師が 1 人の診療科や非常勤のみの診療科は、入院の制限や手術対応が困

難などの理由により医業収支比率が低い状況です。 

 

② 入院患者の詳細分析 

令和元年度の院内レセプトデータ7から入院患者の在院日数及び診療単価の

状況を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     全診療科では、在院日数が 3週間以内の実患者数が 4分の 3程度を占めてい

ますが、31 日以上の患者も多く、延べ患者数比率では 56.8％を占めます。ま

た、在院日数 31 日以上の患者の収入が病院全体の半分程度を占めている状況

です。 

                             
7 DPC データ・様式１ファイル、EF ファイルより令和元年度内に入退院が完結した患者を抽出。 

4,740 11,541 5,774 29,007

56,346
48,718 40,514 33,509

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1-7日 8-21日 22-30日 31-日

延べ患者数 診療単価

延
べ
患
者
数

入
院
単
価

全体の平均診療単価

在院期間 1～7日 8～21日 22～30日 31日～ 合計

実質平均在院日数 3.8 12.9 25.7 56.3 17.8

入院単価 56,346 48,718 40,514 33,509 39,859

実患者数 1,238 898 225 515 2,876

延べ患者数 4,740 11,541 5,774 29,007 51,062

実患者数比率 43.0% 31.2% 7.8% 17.9% 100.0%

延べ患者数比率 9.3% 22.6% 11.3% 56.8% 100.0%

収益比率 13.1% 27.6% 11.5% 47.8% 100.0%

（単位：千円・％） 

3,864,217 435,174 58,823 786,096 184,531 159,454 48,511 379,891 442,478 789,941 296,296 283,021

4,712,926 470,603 77,438 903,778 233,632 190,419 88,096 501,751 522,010 931,609 311,129 482,460

▲ 848,710 ▲ 35,430 ▲ 18,615 ▲ 117,682 ▲ 49,101 ▲ 30,965 ▲ 39,585 ▲ 121,860 ▲ 79,532 ▲ 141,668 ▲ 14,833 ▲ 199,439

82.0% 92.5% 76.0% 87.0% 79.0% 83.7% 55.1% 75.7% 84.8% 84.8% 95.2% 58.7%

B　．医　業　費　用

診 療 科 別 収 支
（A　-　B）

医 業 収 支 比 率

産婦人科
その他
診療科

整形外科
脳神経
外科

A　．医　業　収　益

呼吸器
内科

消化器
内科

小児科 外科
事業損益計算書

（R1）
内科 神経内科

循環器
内科
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     1 入院単位で患者の診療単価・在院日数8を入院期間中の手術の有無・地域

包括ケア病棟への入院の有無で色分けしてプロットし、入院患者の分布状況を

下図のとおり整理しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在院日数 22 日以降では地域包括ケア病棟の患者が多くなりますが、一般病

棟で長期入院する患者も見られます。また、地域包括ケア病棟の利用診療科に

偏りがあり、効率的な運用ができていない状況です。 

急性期を担う病院では一般的に、短期滞在手術や化学療法での入院など、短

期で診療単価の高い患者はＡ領域（在院日数 7 日以下・入院単価 50,000 円以

上）に、通常の予定手術入院はＤ領域（在院日数 8 日以上 21 日以下・入院単

価 50,000 円以上）に集まる傾向にありますが、当院ではＤ領域の患者の減少

が生じています。Ａ領域、Ｄ領域の２つの領域を増やすことが、診療単価の高

い患者、手術症例の確保に繋がるため、当該領域の患者がどの経路で入院した

のか、入院経路の把握と増患のための取組を分析・検討することが必要です。 

  

                             
8 在院日数には地域包括ケア病棟の入院期間を含む。 

15,000
35,000
55,000
75,000
95,000

115,000
135,000
155,000
175,000
195,000
215,000
235,000
255,000
275,000
295,000
315,000
335,000
355,000
375,000
395,000
415,000
435,000
455,000
475,000
495,000

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100 105 110 115 120

入
院
単
価

在院日数

（円）

A

C

D

F
E

G

H
I

J

B

●手術有り（一般病棟のみ） ●手術無し（一般病棟のみ）

●手術有り（地域包括ｹｱ病棟有） ●手術無し（地域包括ｹｱ病棟有）

A領域：在院日数7日以下・入院単価50,000円以上

B領域：在院日数7日以下・入院単価30,000円以上50,000円未満

C領域：在院日数7日以下・入院単価30,000円未満

D領域：在院日数8日以上21日以下・入院単価50,000円以上

E領域：在院日数8日以上21日以下・入院単価30,000円以上50,000円未満

F領域：在院日数8日以上21日以下・入院単価30,000円未満

G領域：在院日数22日以上30日以下・入院単価50,000円以上

H領域：在院日数22日以上30日以下・入院単価30,000円以上50,000円未満

I領域：在院日数22日以上30日以下・入院単価30,000円未満

J領域：在院日数31日以上

A領域 B領域 C領域 D領域 E領域 F領域 G領域 H領域 I領域 J領域 合計

実質平均在院日数 3.2 4.0 5.6 11.7 13.2 14.3 25.9 25.8 25.1 56.3 17.8

入院単価 93,610 39,964 14,611 82,964 36,762 26,638 66,938 36,121 28,071 33,509 39,859

実患者数 584 497 157 287 492 119 45 128 52 515 2,876

延べ患者数 1,860 2,007 873 3,360 6,476 1,705 1,164 3,305 1,305 29,007 51,062

実患者数比率 20.3% 17.3% 5.5% 10.0% 17.1% 4.1% 1.6% 4.5% 1.8% 17.9% 100.0%

延べ患者数比率 3.6% 3.9% 1.7% 6.6% 12.7% 3.3% 2.3% 6.5% 2.6% 56.8% 100.0%

収益比率 8.6% 3.9% 0.6% 13.7% 11.7% 2.2% 3.8% 5.9% 1.8% 47.8% 100.0%
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③ 手術室別・診療科別手術件数・稼働時間分析 

令和元年度及び令和 2年度（11 月分まで）の手術台帳から診療科別の手術件

数・稼働時間を整理しました。 

 

【手術件数（R1）】           【手術件数（R2）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【手術室稼働時間（R1）】        【手術室稼働時間（R2）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度と比較し、令和 2年度では整形外科の常勤医師不在により手術件

数が大幅に減少しています。また、常勤医師の変更が生じた外科についても手

術件数が半減している状況です。 

手術室の稼働時間については、各手術での在室時間（入室時間から退室時間

まで（清掃等の時間を除く））をもとに整理していますが、令和元年度の手術室

稼働率（平日 240 日・8時間換算）は 24.5％と低く、特に BCR9の手術室 3の稼

働率が低くなっています。また、令和 2年度ではさらに稼働率が低下し、整形

外科の手術件数の減少等により、手術室 3が稼働していない状況です。 

                             
9 ﾊﾞｲｵｸﾘｰﾝﾙｰﾑ。通常の手術室よりもさらに清浄度が高く、整形外科のインプラント手術などの清浄度の高い手

術に利用される。 

手術室1 手術室2 手術室3

件数 39 146 4 189

件数 167 39 100 306

件数 55 101 4 160

件数 51 4 2 57

件数 2 1 0 3

件数 2 1 0 3

件数 1 0 0 1

件数 1 0 0 1

318 292 110 720

0.87 0.80 0.30 0.66

1.33 1.22 0.46 1.00

57.5% 61.3% 57.3% 59.0%

183 179 63 425

手術室件数
（1入室1件で計算）

手術室

合計

外科

整形外科

産婦人科

脳神経外科

内科

消化器内科

循環器内科

皮膚科

全身麻酔比率

全身麻酔件数

総件数

回転率（365日換算）

回転率（240日換算）

手術室1 手術室2 手術室3 年間換算

件数 21 42 0 63 (94.5)

件数 4 0 0 4 (6.0)

件数 35 54 0 89 (133.5)

件数 38 2 2 42 (63.0)

件数 0 0 0 0 (0.0)

件数 0 0 0 0 (0.0)

件数 0 0 0 0 (0.0)

件数 8 4 2 14 (21.0)

106 102 4 212 (318.0)

0.43 0.42 0.02

0.65 0.63 0.02

49.1% 44.1% 0.0%

52 45 0 97 (145.5)

形成外科

手術室件数
（1入室1件で計算）

手術室

合計

外科

整形外科

産婦人科

脳神経外科

内科

消化器内科

循環器内科

全身麻酔件数

総件数

回転率（244日換算）

回転率（162日換算）

全身麻酔比率

0.29

0.44

45.8%

手術室1 手術室2
手術室3
（BCR）

外科 時間 43.9 303.9 7.8 355.7

整形外科 時間 332.4 76.1 216.3 624.7

産婦人科 時間 99.7 193.5 5.2 298.4

脳神経外科 時間 137.3 4.5 3.0 144.8

内科 時間 3.0 2.9 0.0 6.0

消化器内科 時間 2.2 1.4 0.0 3.6

循環器内科 時間 0.9 0.0 0.0 0.9

皮膚科 時間 0.8 0.0 0.0 0.8

620.2 582.3 232.3 1,434.8

21.2% 19.9% 8.0% 16.4%

32.3% 30.3% 12.1% 24.5%

合計手術時間

稼働率
（365日・8時間換算）

稼働率
（240日・8時間換算）

手術室

合計手術室滞在時間
手術室1 手術室2

手術室3
（BCR）

外科 時間 38.0 93.2 0.0 131.2

整形外科 時間 4.4 0.0 0.0 4.4

産婦人科 時間 76.4 95.7 0.0 172.1

脳神経外科 時間 119.4 1.9 2.1 123.4

内科 時間 0.0 0.0 0.0 0.0

消化器内科 時間 0.0 0.0 0.0 0.0

循環器内科 時間 0.0 0.0 0.0 0.0

形成外科 時間 8.0 3.9 1.3 13.1

246.2 194.7 3.3 444.2

12.6% 10.0% 0.2% 7.6%

19.0% 15.0% 0.3% 11.4%

合計手術時間

稼働率
（365日・8時間換算）

稼働率
（240日・8時間換算）

手術室

合計手術室滞在時間
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④ 医療機器の採算性評価 

    令和元年度の DPC データの EF ファイルより、撮影、検査及び治療件数を整

理し、全体件数から想定される比率にて 9 年（法定耐用年数の 1.5 倍）10で採

算を確保するために必要な撮影、検査及び治療件数を試算しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    実績では、CT は 1 日 1 台当たり 13.4 件に対し、採算ラインは 18 件、MRI は

1 日 1 台当たり 6.9 件に対し、採算ラインは 11 件、アンギオは 1日 1台当たり

0.5 件に対し、採算ラインは 1.5 件となっており、採算ラインを下回っていま

す。このように、整備台数に見合う患者数を確保できていないことから、保守

等の経費が負担となっています。 

  

                             
10 法定耐用年数は 6年であるが、法定耐用年数の 1.5 倍程度の年数は使用可能なため、一般的な使用年数を考

慮して採算性を評価している。 

合計

年間
検査
人数
（A）

1日当たりの
平均検査人数
※月20日換算

（B）

1日/1台
当たりの

平均
検査人数
（D）

CT装置① GE 2005

CT装置② GE 2017

■MRI装置

MRI装置① GE 2008

MRI装置② GE 2017

■アンギオ装置

AG装置① 島津 2010

AG装置② シーメンス 2017

6,447 26.9

実績

装置名 メーカー名 整備年月

2019年度

■CT装置

13.4

3,307 13.8

230 1.0 0.5

6.9

1日当たり
必要件数
（E）

合計
（E）の合

計

1日1台
当たり件数
（E）/台数

CT装置② 18.0

CT装置
（CT装置②と同じ型式・取得
金額を想定）

18.0

MRI装置② 11.0

MRI装置
（MRI装置①と同じ型式・取
得金額を想定）

11.0

AG装置② 1.5

AG装置②
（AG装置②と同じ型式・取得
金額を想定）

1.5

採算ベース

18.0

採算ベース

装置名

■CT装置

■MRI装置

36.0

■アンギオ装置

22.0 11.0

1.53.1
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（３）運用状況分析 

① 入退院経路分析 

今後の患者確保に向けて取り組むべき対象を設定するため、当院の入院患者

の経路（当院外来・他施設紹介・救急）ごとの入院患者数や診療単価の状況を

レセプトデータ11から整理しました。12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     全体として、『紹介有』は『紹介無』に比べて診療単価が高い傾向にあり、『紹

介有・外来受診無・救急搬送有』が最も診療単価が高くなっています。 

一方で、『紹介有・外来受診無・救急搬送無』は転院が多く、診療単価は低く

なっています。 

     『紹介有・外来受診有・救急搬送無』は紹介からの予定入院患者が中心であ

り、診療単価も病院平均の数値に近くなっています。『紹介無・外来受診有・救

急搬送無』は当院で完結のパターンで最も患者数が多いですが、診療単価は低

くなっています。 

  

                             
11 令和 2 年 4 月～9 月に入退院が完結した患者（1,143 件）について、DPC データの様式 1 ファイルより『他

院よりの紹介の有無』、『自院の外来からの入院の有無』、『救急車による搬送の有無』で整理。 
12 当院では入院する診療科で外来受診歴有の場合が自院の外来から入院『有』となっており、その割合が高い

ため、各診療科の『かかりつけ』の患者の入院が多いと言える。 

2020年4月～9月
入退院完結
1,143人

診療単価42,023円

紹介有

397人（34.7％）

診療単価43,789円

外来受診有12

258人（22.6％）

診療単価41,835円

救急搬送有
11人（1.0％）

診療単価32,995円

救急搬送無
247人（21.6％）
診療単価42,332円

外来受診無

139人（12.2％）

診療単価46,278円

救急搬送有
63人（5.5％）

診療単価52,894円

救急搬送無
76人（6.6％）

診療単価40,353円

紹介無

722人（63.2％）

診療単価41,255円

外来受診有12

331人（29.0％）

診療単価38,892円

救急搬送有
25人（2.2％）

診療単価37,576円

救急搬送無
306人（26.8％）
診療単価39,116円

外来受診無

391人（34.2％）

診療単価42,727円

救急搬送有
179人（15.7％）
診療単価44,408円

救急搬送無
212人（18.5％）
診療単価40,943円

院内出生

24人（2.1％）

 
外科の 

手術患者など 

 医療機関からの 

搬送など 

 大学病院からの 

転院など 

 当院完結 

（最多） 

 ｳｫｰｸｲﾝで 

ER 受診 

診療単価が高い傾向 
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② 地域連携分析（紹介・逆紹介） 

令和元年度・令和 2年度（11 月まで）の当院の地域連携データから紹介・逆

紹介の状況を分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紹介件数は診療科別で、脳神経外科（19.0％）、循環器内科（同割合 14.3％）、

産婦人科（同割合 13.9％）の順に多く、3診療科で紹介件数の 47.2％を占めま

す。令和元年度及び令和 2年度（11 月まで）比較では、病院全体で紹介件数の

低下が確認できますが、全体の減少率は 5％未満に留まっています。また、整

形外科については、常勤医師不在の影響で減少しています。 

     逆紹介件数も紹介件数と同様に脳神経外科、循環器内科で多く、脳神経外科

の逆紹介は病院全体の 28.1％と突出しています。 

 施設別では、高度急性期病院との紹介連携が強いものの、地域の病院・診療

所との紹介連携が少なく、また、相馬市等の近隣地域との紹介連携も少ない状

況です。 

 当院の紹介連携は診療科によって偏りが見られ、病院全体での紹介連携が十

分にできていない状況です。 

  

脳神経外科

19.0%

循環器科

14.3%

産婦人科

13.9%

整形外科

9.1%

呼吸器科

8.0%

内科

6.8%

消化器科

6.5%

外科

6.4%

神経内科

4.7%

泌尿器科

3.4%

耳鼻咽喉科

2.0%

心臓血管外科

1.3%
小児科

1.3% 皮膚科

1.1%

診療科別紹介件数の割合

（R1年度＋R2年11月まで）

脳神経外科

28.1%

循環器科

14.9%

整形外科

11.1%

消化器科

9.1%

内科

6.9%

呼吸器科

5.5%

外科

5.2%

産婦人科

4.6%

小児科

3.1%

泌尿器科

2.7%

神経内科

2.7%
皮膚科

1.2%

心臓血管外科

1.1%

耳鼻咽喉科

1.0%

診療科別逆紹介件数の割合

（R1年度＋R2年11月まで）
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③ 地域からの患者来院状況 

平成 31 年 4 月診療分から令和 2 年 9 月診療分までの相双医療圏の国民健康

保険・後期高齢者医療制度レセプトデータから、受療動向を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南相馬市では相双医療圏内の医療機関への受療が 67.3％となっており、当院

は南相馬市住民の入院患者のうち約 2割を受け入れています。県北医療圏、仙

台医療圏への流出が 10.2％と高く、県北医療圏では、福島県立医科大学附属病

院（4.7％）、仙台医療圏では宮城県立がんセンター（2.0％）への受療が多くな

っています。 

相双医療圏の各市町村から当院への受療動向については、南相馬市に隣接す

る市町村から当院への受療割合は低く、相馬市の患者の 5.4％、浪江町の患者

の 5.5％、飯館村の患者の 4.3％に留まっています。 

南相馬市以外の相双医療圏から当院への入院患者は少なく、南相馬市を中心

とした小さな診療圏となっています。 

 

仙台医療圏 

県北医療圏 
10.2

％ 

10.2

％ 

10.2％ 

10.2％ 

南相馬市 

南相馬市立総合病院 

19.5％ 

4.3％ 

0.8％ 

1.1％ 

5.5％ 

0.9％ 

0.6％ 

1.0％ 

1.0％ 

5.4％ 

1.8％ 

新地町 

相馬市 

飯舘村 

葛尾村 
浪江町 

双葉町 

大熊町 

川内村 
富岡町 

楢葉町 

広野町 
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（４）職員に対するヒアリングに基づく分析 

当院における『病院・施設機能』や『地域医療機関との関係性』、『各部門に

おける運用上の課題』などを抽出するため、職員に対するヒアリングを実施し

ました。 

ヒアリングの対象は病院幹部や常勤医師がいる診療科のうち収入が高い診

療科や他診療科との対応範囲や運用状況の詳細把握が必要な診療科の医師と

しました。 

また、病院全体の運用状況や課題等の確認を目的として看護部の各部門（外

来、救急、病棟、手術）、課題となっている地域連携の状況の詳細確認として地

域医療連携室の担当看護師に対してヒアリングを行いました。 

   

  【ヒアリング対象】 

 病院幹部（院長、副院長、看護部長、事務部長、事務課長） 

 医師（内科、循環器内科、脳神経外科、消化器内科、産婦人科） 

 看護師（外来、救急、病棟、手術） 

 地域医療連携室の担当看護師 

 

  【ヒアリング期間】 

 病院幹部：令和 2年 12 月 17 日（木） 

 上記以外：令和 3年 01 月 26 日（火）～令和 3年 2月 1日（月） 

 

  【ヒアリングから見える当院の問題点】 

 経営に関する情報共有ができておらず、当院の目標等が院内で共有さ

れていない。 

 これまでも改革プランを作成し、経営の効率化に向けた取り組み等も

提示しているが、進捗管理がされていない。 

 各診療科の診療実績・指標などの情報共有が十分ではなく、医療現場

に伝わっていない。 

 各部門や個人の評価が大切だが、評価する仕組みがない。 

 地域の診療所との繋がりが弱く、地域に当院をアピールするための広

報活動、情報発信をするための人材も不足している。 

 医師（麻酔科や各科指導医クラス）が不足しており、手術実施や救急

受入れの制限になっている。 

 各診療科の病床枠運用が厳格で各病棟の稼働に偏りがあり、効率的な

病棟運用（ベッドコントロール）ができていない。 
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３．経営診断結果等から見える当院の課題               

（１）経営状況分析からの課題 

令和元年度の収支状況では、収支黒字化の実現可能性がありましたが、令和 2

年度の経営状況悪化は COVID-19 よりも、常勤医師数の減少による収益低下の影

響が大きく、COVID-19 が収束しても、このままでは令和元年度と同等の収支状況

に戻すのは困難な状況にあります。 

建物及び主要な医療機器は、許可病床300床に対応できるキャパシティがあり、

保守や維持管理経費も相応の費用がかかっていますが、見合う患者数を確保でき

ておらず、経費過多となっています。 

病院本館の改修や医療機器の更新など、今後投資が必要な状況が発生するため、

現状の施設・医療機器を維持するためには、現状以上の収益力を備えることが必

要です。 

人員体制では、同規模公立病院（ベンチマーク対象病院）と比較すると、主治

医となる常勤医師数は少ないものの、その他の職種は 300 床規模に対応可能な体

制が確保されています。さらに業務委託での人員配置を考慮すると、実際の患者

数・業務量と体制が見合っておらず、医業収益対人件費・経費バランス悪化の要

因となっています。 

 

（２）生産性分析からの課題 

診療科別の医業収支で黒字の診療科が無い状況ですが、特に常勤医師 1人診療

科や常勤医師不在の診療科は収益性が低く、このような診療科は構造的に不採算

な状況にあります。複数の常勤医師がいる診療科は収益性の確保可能性はありま

すが、主に外科などで常勤医師の変更による収益性の変化（低下）が確認できま

す。そのため、構造的な不採算診療科のあり方の見極めと、収益が低下している

診療科への対策が必要です。 

病棟運用については、診療科の病床枠が固定され、病棟ごとの稼働率に差があ

り、病棟での夜勤時間制限を満たすために患者数に対して看護職員数を多く配置

せざるを得ない状況にあります。また、地域包括ケア病棟では内科患者が少ない

など利用診療科に偏りがあり、患者状態に沿ったベッドコントロールがされてい

ないため、病棟の診療科枠の見直しや入院患者数に合わせた病棟再編が必要な状

況です。 

手術室や主要な医療機器の稼働についても低く、確保している施設機能・主要

な医療機器・人員体制に見合う患者数・患者層を確保できない状況にあります。 
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（３）運用状況分析からの課題 

令和元年度の地域医療連携状況では、紹介率13が 38.9％、逆紹介率が 25.3％と

低く14、特に診療所からの紹介が少ない状況です。福島県立医科大学附属病院と当

院との患者連携は強固ですが、一方で急性期から回復期に移行した患者の紹介が

多い傾向にあり、手術症例の確保など、当院の急性期病院としての機能を活かす

患者を地域医療機関との紹介連携で確保できていません。 

また、当院で多い紹介無しの外来からの入院は手術適用が少なく、診療単価が

低いなど、急性期医療が必要な患者が少ない状況です。 

南相馬市以外からの患者来院が少なく、診療圏が南相馬市に留まっていること、

医療施設の機能分担推進の流れから、外来受診時の選定療養費の対象病床数は引

下げ傾向にあることなどから、紹介以外の新患確保は今後さらに困難となること

が予想されます。 

当院で現在積極的に取り組んでいる救急搬送からの患者確保は重要であり、公

的医療機関としても重点的に取り組むべき機能ですが、待機人員の確保など、必

ずしも効率的な運用ではないところもあり、直接来院や救急搬送の他に効率的な

患者確保策が必要です。 

 

（４）職員ヒアリングからの課題 

各診療科の実績や院内の主要な会議での検討プロセスが示されておらず、当院

の経営に関する情報共有ができていないことで、経営に関する目標や現状の課題

について職員一人ひとりの認識に差が見られます。 

地域の医療機関への広報活動は、地域医療連携室の人員体制が少ないこともあ

り、直接医療機関に出向いて要望を把握するなど、顔の見える関係構築が難しい

状況です。また、紹介患者を断った理由の記録がされておらず、断った理由の検

証や対策が必要です。 

住民に対しても広報誌の発行は定期的に行っていますが、近年は発行頻度が低

く、当院の診療内容や医師に関する情報発信が不足しています。 

 

 

  

                             
13（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数で算出している。 
14 地域医療支援病院では、1）紹介率が 80％を上回っていること、2）紹介率が 65％以上、かつ、逆紹介率が

40％以上であること、3）紹介率が 50％以上、かつ、逆紹介率が 70％以上であることの 3 つのうちいずれか

を満たすことが承認要件とされている。当院は地域医療支援病院の承認を受けていないものの、地域医療の基

幹病院であることを踏まえ、この承認要件と比較すると、当院はどの要件も満たしておらず、紹介率・逆紹介

率ともに低い状況であると言える（なお、地域医療支援病院の承認要件として定められる紹介率の算出方法は

一般的な紹介率と異なり、当該方法で算出すると当院の紹介率は 26.2％、逆紹介率は 27.1％となる）。 
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４．経営改善の方針                         
（１）経営改善に向けた具体的な経営改善策 

① 経営改善に向けた取組の方向性 

経営診断結果等から見える当院の課題解決に向けて、信頼される市立病院と

して、経営健全化を図るための取組の方向性を以下の 3つの柱のとおりとしま

す。 

 

 

 経営改善の方針における取組の柱  

 

－柱１－ 経営状況の見える化による職員の意識改革 

 

取組方針 

 ➢市立病院の職員として、一人ひとりが共通の問題意識を持つとともに、自

らの行動が経営に結びついているという意識を醸成するために、経営状

況の見える化をします。 

 ➢経営状況の見える化を実現するために、院内の各種統計情報をデータベ

ース化するとともに、データに基づく分析手法を確立させ、定期的に経営

状況を共有できる仕組みづくりを行います。 

 

－柱２－ 医療資源の有効活用と患者確保対策の推進 

 

取組方針 

  ➢常勤医師の確保に向けた取組を引き続き実施していきます。 

 ➢現在の入退院及びベッドコントロールの運用を見直し、 効率的な運営と    

患者満足度の向上を目指します。 

 ➢医療機器等を効率的に活用するために稼働状況の評価と運用の見直しを 

行い、適正な保守や更新を行います。 

 ➢職員業務・労務委託業務を見直し、業務の効率化と適正化を行います。 

 

－柱３－ 地域医療連携の強化 

 

 取組方針 

  ➢当院の診療機能や役割などを地域の医療機関や住民に対し、定期的に広

報活動を実施します。 

  ➢地域の医療機関との連携記録を整備し、データベースの充実化を図り、

データ分析に基づく推進活動を実施します。 
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② 経営改善に向けた具体的な経営改善策（アクションプラン） 

各柱に対する具体的経営改善策（アクションプラン）は以下のとおりです。 

アクションプランについては、目標達成による効果15（1：低い～5：高い）と

目標達成の難易度16（1：容易～5：困難）をそれぞれ 5段階とし、効果、難易度

をふまえた優先度17を 3段階（A：高い～C:低い）で設定しました。 

なお、アクションプランの実行にあたっては、事務部経営管理課が中心とな

って令和 3年度以降に具体的な担当部署などについて検討を行い、取組を進め

ていきますが、一部の職員だけでは実現不可能であるため、必要に応じて事務

職・医療職の垣根を超えたワーキンググループを組織するなど、院内全体で推

進体制を構築しながら取り組んでいきます。 

また、一部の項目において成果指標を定めておりませんが、実行段階におい

て具体的実施内容の検討とともに目標設定を行う予定です。 

 

1-(1) 経営管理指標の見直し・再整備 

① 病院全体の目標管理・各診療科・各部門の経営管理指標の整理 

取組内容 
経営管理指標の整理 
※情報源、集計時期、集計部門、伝達対象、伝達方法等の情報をまとめた整理表作成 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ３ 
 

取組内容 経営指標の作成等のシステム化検討 

優先度 Ｃ 効果 ３ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

 

② 各診療科（医師別）の生産性管理の仕組みの導入 

取組内容 各診療科（医師別）の生産性分析の仕組みの導入 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ２ 
 

取組内容 各診療科の生産性状況を評価できる仕組みの整備 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ２ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

                             
15 効果は収入増加、費用削減につながるものを高く設定している。 
16 難易度は複数部門・部署での取り組みが必要なもの、運用改善が必要なものを高く設定している。 
17 優先度は効果が高く、取り組みやすいもの（原則として目標達成に対する効果が 3以上かつ難易度が 3以

下）、経営改善に向けたデータ整理や仕組み整備、体制構築に関するものを Aランクとしている。 

診療科別（医師

別）の生産性分析

指標の導入 

管理指標の整理（整理表の整備） 

ｼｽﾃﾑ化検討 ｼｽﾃﾑ導入・運用 ｼｽﾃﾑ運用、半期ごとの経営管理指標の見直し 

生産性分析導入後の評価と見直し 
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③各部門の生産性管理の仕組みの導入 

取組内容 各診療科以外の各部門の生産性分析の仕組みの導入 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

取組内容 各部門の生産性状況を評価できる仕組みの整備 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

1-(2) 経営管理指標の院内伝達・共有・発信方法の再構築 

① 院内での経営管理指標の共有方法の見直し 

取組内容 
経営管理指標の種類別の共有の仕組みの整備 
※種類別：患者数（新入院・在院・新患・再来）、在院日数、診療単価など 

※仕組み：共有ﾂｰﾙ（電子ｶﾙﾃや院内掲示等）での期間別（日・週・月等）の共有など 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ３ 
 

取組内容 
各会議体で取り扱う経営に関する情報の見直し 
※各会議の特性を考慮した共有すべき情報の精査など 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ３ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 
－ 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

所属長への 

必要情報伝達率 

 

② 各診療科・部門間で共有すべき情報の整理 

取組内容 各診療科・部門で整備している統計情報の把握 

優先度 Ｂ 効果 ２ 難易度 １ 
 

取組内容 統計情報の共有・情報発信の仕組みの整備 

優先度 Ｂ 効果 ２ 難易度 ３ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

 
    

成果指標 

－ 
100％ 

（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

所属長への 

必要情報伝達率 

 

 

 

部門別の生産性 

分析指標の導入 

管理指標の共有

の仕組み整備 

各部門の統計

情報の把握 

生産性分析導入後の評価と見直し 

管理指標の情報ｼｽﾃﾑへの組込・運用 

各部門の統計情報管理の仕組み整備 

（管理指標の情報ｼｽﾃﾑへの組込・運用） 



 

- 21 - 

③ 経営管理指標の管理の仕組みの整備 

取組内容 管理部門（担当者）の配置と教育研修 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

取組内容 管理ツール（情報システムツール）の整備 

優先度 Ｃ 効果 ３ 難易度 ５ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

成果指標 
－ 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

100％ 
（ｱﾝｹｰﾄ確認） 

所属長への 

必要情報伝達率 

 

1-(3) 経営分析の習熟と目標管理の導入 

① 効果的な経営分析指標の整理と導入 

取組内容 経営分析部門（担当者）の配置と教育研修 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ３ 
 

取組内容 経営分析ツールの整備 

優先度 Ｃ 効果 ３ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

成果指標 
1 回/年 2 回/年 2 回/年 4 回/年 4 回/年 院内研修会 

実施回数 

 

② 経営分析浸透のための病院全体への計画的な研修の実施 

取組内容 病院全体への研修計画の立案、実施方法の見直し 

優先度 Ｂ 効果 ２ 難易度 ２ 
 

取組内容 病院全体への計画的な研修の実施 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ３ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

成果指標 
1 回/年 2 回/年 2 回/年 4 回/年 4 回/年 院内研修会 

実施回数 

管理部門配置 

経営分析部門配置 

研修の実施 

管理指標の情報ｼｽﾃﾑへの組込・運用 

経営分析ﾂｰﾙ 

の整備 経営分析ﾂｰﾙ導入後の評価と見直し 

研修計画の立案・見直し 研修計画立案 

管理ﾂｰﾙの整備 
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③ 具体的行動に繋がる目標管理の実施 

取組内容 
診療科別（医師別）、部門別の目標管理の導入 
※経営管理指標と合わせて簡便に管理できる仕組みの導入 

優先度 Ｂ 効果 ５ 難易度 ５ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 
― 2 回/年 2 回/年 4 回/年 6 回/年 定期評価報告 

実施回数 

 

2-(1) 医師の確保と人材・資産の適切な運用  

① 常勤医師の確保及び確保のための環境改善 

取組内容 
常勤医師の確保 
※入院対応のための常勤体制の確保、手術体制の確保、回復期リハビリテーション病

棟の運用体制確保、紹介連携に必要な総合診療体制（初期救急対応含む）の確保 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ５ 
 

取組内容 医師勤務状況の把握、医師勤務環境の評価と改善 

優先度 Ｂ 効果 ３ 難易度 ２ 
 

取組内容 勤務場所としての病院の魅力の拾い上げと広報活動 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療科別（医師別）、部門別の目標管理の導入 

職員ｱﾝｹｰﾄ実施 医師勤務環境の評価と改善 

常勤医師の確保 

HP の医師採用・各診療科ページの見直し 
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② 各職種業務の再評価とタスクシフトの推進 

取組内容 医師及び医療職の勤務状況の把握、業務の棚卸し 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ２ 
 

取組内容 
医師及び医療職から補助業務職員へ非専門業務のタスクシフト

を実施 

優先度 Ｂ 効果 ５ 難易度 ５ 
 

取組内容 人が行っている業務の機械化・自動化の推進 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

取組内容 補助業務を行う職員の確保・育成（委託・派遣から常勤補助者へ） 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

     

     

 

③ 高額医療機器及び手術室等医療設備の有効活用 

取組内容 高額医療機器及び手術室等医療設備の稼働状況評価 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ２ 
 

取組内容 
稼働を上げるための予約管理の仕組みの見直し及び各装置や設

備単位での稼働目標の設定 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

取組内容 
稼働状況に合わせた運用体制及び保守等維持管理費用の見直し 
※使用頻度の低い機器の稼働（更新）停止も含めた整理 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ２ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

勤務状況把握・業務棚卸し 

ﾀｽｸｼﾌﾄの実施 

機械化等の検討 機械化等の推進 

補助業務担当者の確保と育成 

保守費の見直し 

予約管理の見直し 各装置・設備の稼働目標設定と実績管理 

稼働状況評価 
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2-(2) 入退院・ベッドコントロールの見直し及び適正収入の確保  

① 入退院の流れの見直しと効率的な入退院の仕組みの導入 

取組内容 

PFM の考え方による入退院に係る一連の流れ・手続きの見直しと

情報の集約 
※入院前アセスメントに係る業務効率の向上（重複確認の防止等）、入院前後の検査運

用の効率化、退院支援患者への早期介入、薬剤管理・栄養管理等の指導管理の拾い

上げと入院時のリスク軽減等 

優先度 Ｂ 効果 ５ 難易度 ５ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

② 病棟ベッドコントロール運用の見直し 

取組内容 
現状のベッドコントロール運用の見直し 
※病棟間の稼働率の平準化、入院関連の診療報酬の適正な確保（回復期病棟等の適正

運用）、転科・転棟運用の効率化等 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 
70.9％ 
（230 床） 

90.6％ 
（180 床） 

90.6％ 
（180 床） 

90.6％ 
（180 床） 

90.6％ 
（180 床） 

一般病棟 

病床稼働率 

地域包括ｹｱ病棟 

病床稼働率 
― 

50.0％ 
（50 床） 

70.0％ 
（50 床） 

80.0％ 
（50 床） 

85.0％ 
（50 床） 

回復期 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟 

病床稼働率 

― ― 
70.0％ 
（50 床） 

80.0％ 
（50 床） 

85.0％ 
（50 床） 

緩和ｹｱ病棟 

病床稼働率 
― ― 

50.0％ 
（20 床） 

80.0％ 
（20 床） 

80.0％ 
（20 床） 

 

 

 

 

 

 

 

緩和ｹｱ病棟の運用に合わせたﾍﾞｯﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾙ見直し 

ﾍﾞｯﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの 

運用見直し検討 

（実現までの 

段取りの確認） 

運用変更と点検・見直し 
入退院運用の総

点検と運用変更

に向けた取組 

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

病棟の運用に合わ

せたﾍﾞｯﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾙ

見直し 



 

- 25 - 

③ 診療報酬請求状況の点検と適正な請求を行うための仕組みや体制の確保 

取組内容 
診療報酬請求に関する運用の点検、請求可能性の評価、施設基準

の見直し 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ２ 
 

取組内容 医事業務の委託・非委託業務の業務内容の精査 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ３ 
 

取組内容 
診療報酬請求の点検結果に基づく算定漏れ対策の実施 
※日々の点検及び診療部門への照会対応含む 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

取組内容 診療報酬請求に関する病院全体への定期的な勉強会の開催 

優先度 Ｂ 効果 ３ 難易度 １ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

     

     

成果指標 
2 回/年 

改定対応含む 
1 回/年 

2 回/年 
改定対応含む 

1 回/年 
2 回/年 

改定対応含む 
勉強会 

開催回数 

 

2-(3) 病院運営に関する費用の効率化  

① 維持管理経費及び労務委託費の見直し 

取組内容 労務委託経費と職種業務との評価の実施（業務区分の整理） 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ２ 
 

取組内容 維持管理経費及び労務委託経費の仕様内容の精査・必要性の評価 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ３ 
 

取組内容 医師派遣に関する必要性の評価 

優先度 Ｂ 効果 ３ 難易度 ４ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 

32.0％ 29.6％ 26.8％ 26.0％ 25.2％ 経費対 

医業収益比率 

 

診療報酬請求業務

の総点検と算定に

係る運用見直し 

定期点検・評価 

委託業務範囲の 

現状の確認 
委託業務範囲の見直し 

診療報酬請求ﾁｪｯｸ体制見直し 

診療報酬請求に関する勉強会開催 

業務区分・費用の精査、必要性の検証 
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② 診療科別・部門別での管理対象費用の設定と管理の仕組み導入 

取組内容 
各診療科・各部門での目標管理制度導入と合わせて、管理対象費

用及び進捗管理の仕組みの整備 

優先度 Ｂ 効果 ３ 難易度 ４ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

③ 機器・システム等の稼働・運用状況に基づく投資計画の策定 

取組内容 
高額医療機器、医療情報システムの整備・更新に関する運用評価

（2-(1)-③）に基づく投資計画の策定 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ３ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

3-(1) 地域医療連携に係る統計・指標の構築 

① 効率的な患者確保のための診療科別紹介率・紹介件数の目標設定 

取組内容 
診療科別の紹介目標件数の設定と合意形成 
※診療科別、紹介元施設別に設定 

※紹介率＝（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ４ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 40％ 
（病院全体） 

50％ 
（病院全体） 

60％ 
（病院全体） 

70％ 
（病院全体） 

75％ 
（病院全体） 紹介率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資計画の策定 

診療科別、部門別の目標管理の導入 

診療科別に紹介目標件数の設定 
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② 紹介・逆紹介情報のデータベース構築と紹介患者確保の具体的取組に反映   

するための指標の整備   

取組内容 

紹介・逆紹介情報と入院情報の紐づけによる、各診療科の紹介確

保に向けた取組の推進 
※紹介獲得に向けたﾀｰｹﾞｯﾃｨﾝｸ （゙獲得すべき患者層の特定と、紹介元医療機関の抽出） 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ４ 
 

取組内容 

紹介元医療機関ごとの当院との連携情報まとめ 
※診療科別の紹介・逆紹介情報、紹介患者の院内での診療実績（手術や検査等）の情

報まとめ 

※当院との連携情報を抽出可能とする仕組みの整備 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

成果指標 40％ 
（病院全体） 

50％ 
（病院全体） 

60％ 
（病院全体） 

70％ 
（病院全体） 

75％ 
（病院全体） 紹介率 

 

③ 紹介・逆紹介情報の各診療科医師への情報提供 

取組内容 
紹介・逆紹介に関する各診療科の実績等の定期的な各診療科医師

への情報提供 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ２ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 
100％ 

（ｱﾝｹｰﾄ確認） 
100％ 

（ｱﾝｹｰﾄ確認） 
100％ 

（ｱﾝｹｰﾄ確認） 
100％ 

（ｱﾝｹｰﾄ確認） 
100％ 

（ｱﾝｹｰﾄ確認） 
医師への 

地域連携実績 

伝達率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師への情報提供 

紹介確保に向けた取組推進 

紹介元医療機関ごとの当院との連携情報まとめ 
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3-(2) 地域医療機関との前方・後方連携の強化 

① 紹介患者受入に関する課題の明確化と解決方策の整備 

取組内容 紹介患者受入に関する課題の抽出・検討 

優先度 Ａ 効果 ３ 難易度 ３ 
 

取組内容 
課題の検討結果を踏まえた「受入可能・不可能状況」の整理と情

報発信（受入不可能な状況の分析・課題解決検討） 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

成果指標 40％ 
（病院全体） 

50％ 
（病院全体） 

60％ 
（病院全体） 

70％ 
（病院全体） 

75％ 
（病院全体） 紹介率 

 

② 病院全体としての患者紹介受入時の運用見直し 

取組内容 
患者紹介受入に関するルールの見直し 
※受付時間、受付方法、地域連携予約枠の再検討など 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

取組内容 紹介連携の運用の平準化（診療科ルールを病院ルールに統一） 

優先度 Ｂ 効果 ３ 難易度 ４ 
 

取組内容 
紹介元施設への情報提供のタイミング・頻度・内容の見直し 
※受診時、入院時及び手術等実施時、退院時など 

優先度 Ａ 効果 ５ 難易度 ３ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

③ 診療科別の前方・後方連携強化方策の整備と実行 

取組内容 診療科別に紹介患者獲得方策の整備 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ５ 
 

取組内容 各診療科での実施計画（目標）の整備と実施状況管理 

優先度 Ｂ 効果 ４ 難易度 ５ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

成果指標 
40％ 

（病院全体） 
50％ 

（病院全体） 
60％ 

（病院全体） 
70％ 

（病院全体） 
75％ 

（病院全体） 紹介率 

 

課題の明確化 

解決方法検討 
解決策の運用と見直し 

紹介運用の 

見直し検討 
見直し後の運用 

実施計画（目標）の整備・実施状況管理 

連携強化方策検討 方策の実施 
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3-(3) 地域への情報発信の見直し 

① 地域への情報発信の仕組みの見直し 

取組内容 
地域医療機関への情報発信の仕組みの見直し 
※訪問施設の選定、発信方法（メール、電話、訪問等）、内容、頻度等 

優先度 Ｂ 効果 ３ 難易度 ３ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

② 地域への情報発信ツールの見直し 

取組内容 
地域医療機関向けの当院診療科紹介資料（医師・実績等）、その

他情報発信ツールの見直し 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ３ 
 

活動計画 
R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

 

③ 病院の広報・情報管理機能の整備 

取組内容 病院としての広報機能（体制）の整備 

優先度 Ｂ 効果 ２ 難易度 ２ 
 

取組内容 
病院の広報対応や広報・地域連携関連情報の管理機能の整備 
※広報紙や HP 等での広報の実施、地域医療機関向けの広報情報まとめなど 

優先度 Ａ 効果 ４ 難易度 ４ 
 

活動計画 

R3（1 年目） R4（2 年目） R5（3 年目） R6（4 年目） R7（5 年目） 

     

     

成果指標 
2 回/年 3 回/年 3 回/年 4 回/年 4 回/年 広報紙の 

発行回数 

 

  

仕組みの見直し 運用と見直し 

情報発信ﾂｰﾙの 

見直し 
運用と見直し 

広報紙発行等 

機能・体制整備の検討 
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（２）収支シミュレーション 

① 収支シミュレーションの設定条件 

新たな改革プラン策定までの繋ぎである経営改善の方針においては、現在の

資金繰りを踏まえ、経営健全化の着地点を『実質現金ベースでの収益的収支及

び資本的収支を合わせた損益（以下、「実質現金ベースでの 3条・4条損益」と

いう。）を黒字とする（＝現金を手元に残す）』にしました。 

この目標を計画期間である 5年間で達成するために、必要な稼働率等の条件

は以下のとおりです。なお、以下で示す条件を達成するためには、前項で定め

るアクションプランの確実な実行が必要不可欠となります。 

ただし、アクションプランの詳細な検討（実行による収支改善額等）は令和

3 年度以降に取組を進めながら実施する予定のため、以下に示す条件について

は、アクションプランの実行による改善見込に加え、目標を達成するために必

要な条件となります。 
 

 【経営改善の方針における目標】 

  ・実質現金ベースでの 3条・4条損益を黒字とする（＝現金を手元に残す） 
  

 【収支シミュレーションの概要】 

  ・令和 3 年度決算見込額をもとに、令和 7 年度までの 5 か年で目標を達成す

るようにシミュレーションを実施 

  ・収支シミュレーションにおける収支改善要素は、前項で定めたアクション

プランの実行から改善可能性の見込める入院収益の増加18及び経費の削減

とする 

  ・新型コロナの収束時期を令和 3 年度末と仮定し、令和 4 年度以降は新型コ

ロナの影響（補助制度や工事延期など）を見込んでいない 
 

 【病床数に関する設定条件】 

  ・病床再編計画に基づき、令和 4 年度までは 230 床の運用、令和 5 年度から

回復期リハビリテーション病棟 50 床及び緩和ケア病棟 20 床を追加した

300 床の運用とする 

   R3 R4 R5 R6 R7 

一般病棟 230 床 180 床 180 床 180 床 180 床 

地域包括ｹｱ病棟  ―*1 050 床 050 床 050 床 050 床 

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟 ― ― 050 床 050 床 050 床 

緩和ｹｱ病棟 ― ―   20 床*2 020 床 020 床 

稼働病床 合計  230 床 230 床 300 床 300 床 300 床 

  *1：令和 3年度は令和 2年度同様に新型コロナ対応が継続するものと考え、地域包括ケア病棟

の 50 床は一般病床として扱う計算としている 
*2：令和 5年度は緩和ケアと同様の医療行為を提供する一般病床として稼働する予定 

                             
18 外来収益については不確定な変動要素が多く、収益効率が高くない（収入に対する医師の関与時間が長い

等）ため、今回の改善要素からは除外している。 
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 【入院収益に関する設定条件】 

  ⅰ）一般病棟 

   ・令和 2 年度実績見込に、令和 3 年度から常勤医師が配置される診療科の

増加を見込んだ患者数（1日当り 163 人）をもとに病床稼働率を設定 

   ・診療単価の段階的な向上が必要（手術を要する患者など診療単価の高い

患者層の確保が必要） 

一般病棟 R3 R4 R5 R6 R7 

稼働病床数 230 床 180 床 180 床 180 床 180 床 

病床稼働率 70.9% 90.6% 90.6% 90.6% 90.6% 

1 日当り患者数 163.0 人 163.0 人 163.0 人 163.0 人 163.0 人 

診療単価 41,243 円 41,243 円 42,480 円 42,480 円 43,718 円 

   

  ⅱ）地域包括ケア病棟 

   ・病床再編計画をもとに、令和元年度実績から段階的に改善を設定（現状

のベッドコントロールの見直しや新たな患者確保が必要） 

地域包括ｹｱ病棟 R3 R4 R5 R6 R7 

稼働病床数 ― 50 床 50 床 50 床 50 床 

病床稼働率 ― 50.0% 70.0% 80.0% 85.0% 

1 日当り患者数 ― 25.0 人 35.0 人 40.0 人 42.5 人 

診療単価 ― 28,932 円 28,932 円 28,932 円 28,932 円 

 

  ⅲ）回復期リハビリテーション病棟 

   ・病床再編計画をもとに、段階的に設定（新たな患者確保が必要） 

回復期 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟 
R3 R4 R5 R6 R7 

稼働病床数 ― ― 50 床 50 床 50 床 

病床稼働率 ― ― 70.0% 80.0% 85.0% 

1 日当り患者数 ― ― 35.0 人 40.0 人 42.5 人 

診療単価 ― ― 34,670 円 34,670 円 34,670 円 

 

  ⅳ）緩和ケア病棟 

   ・病床再編計画をもとに、緩和ケア病棟の特性（在宅からの緊急時受入対

応）を考慮しながら、段階的に設定（新たな患者確保が必要） 

緩和ｹｱ病棟 R3 R4 R5 R6 R7 

稼働病床数 ― ― 20 床 20 床 20 床 

病床稼働率 ― ― 50.0% 80.0% 80.0% 

1 日当り患者数 ― ― 10.0 人 16.0 人 16.0 人 

診療単価 ― ― 41,243 円 49,700 円 49,700 円 
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 【他会計補助金・補助金に関する設定条件】 

  ・他会計補助金では、令和 4年度以降、新型コロナ関連の減少19を見込む 

  ・補助金では、令和 4 年度以降、復興関連及び新型コロナ関連の補助が終了

する20と見込む 

 

 【費用に関する設定条件】 

  ⅰ）給与費 

   ・300 床稼働に向けて医師、看護師、技師の増員21を設定 

 R3 R4 R5 R6 R7 

医師 
前年比 

4 名増加 
― 

前年比 

3 名増加 
― ― 

看護師 ― ― 
前年比 

13 名増加 

前年比 

5 名増加 
― 

技師 ― ― 
前年比 

12 名増加 

前年比 

3 名増加 
― 

 

  ⅱ）材料費 

   ・令和 3年度当初予算をもとに、医薬品費を医業収益の 12.4％、診療材料

費を医業収益の 7.0％で設定 

 

  ⅲ）経費 

   ・収益変動の経費への影響を考慮し、光熱水費や業務量変動の委託費など

経費のうち 19.4％を変動費と設定 

   ・毎年 1％の削減を設定（アクションプランの実行による労務経費等の削

減等が必要） 

 

  ⅳ）建設改良費 

   ・令和 4 年度から令和 6 年度にかけて本館の第 1 期修繕工事、第 2 期修繕

工事22を見込む  

   ・令和 4年度に電子カルテシステムの更新23を見込む 

                             
19 新型コロナウイルス感染症対策事業（13,869 千円）の減を見込んでいる。 
20 福島県地域医療復興事業（浜通り医療提供体制強化事業等）に係る補助金（134,802 千円）、福島県新型コロ 

ナウイルス感染症対策看護教育等環境整備事業（100 千円）、福島県病床確保支援事業の補助金（320,470 千 

円）の終了を見込んでいる。 
21 「2.経営診断」において医師以外は 300 床に対応可能な人員体制となっているという診断結果であったもの

の、看護師については手厚い看護配置が必要な緩和ケア病棟の整備や病床稼働率の向上に必要な看護師数

を、技師については回復期リハビリテーション病棟の稼働によるリハビリ実施単位数の増加に必要な技師数

を想定し、増員を見込んでいる。 

22 令和 4年度に第 1期修繕工事の工事費・監理費（133,540 千円）及び第 2期修繕工事の設計費（22,770 千

円）、令和 5年度に第 1期及び第 2期修繕工事の工事費・監理費（215,171 千円）、令和 6年度に第 2期修

繕工事の工事費・監理費（80,695 千円）を見込んでいる。 
23 電子カルテシステム更新費用として 441,925 千円を見込んでいる。 
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② 収支シミュレーション結果 

  ①で示した条件のもと、収支シミュレーションを実施した結果、以下のとお

りとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 
 

  また、上記シミュレーションに伴う経営指標24の目標値は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

                             
24 収支シミュレーション結果からの単純計算ではなく、可能な限り「地方公営企業決算状況調査（決算統

計）」の現時点における作成要領に従った整理を行い、算出している。ただし、材料費比率はシミュレーショ

ンの前提条件をもとに固定としている。なお、経営指標については P36「＜参考＞経営指標の概要」参照。 

 

 
R3 R4 R5 R6 R7 

230 床 300 床 

医業収益 3,680,709 3,950,846 4,733,070 4,979,292 5,107,135 

 入院収益 2,453,756 2,717,763 3,499,988 3,746,210 3,877,860 

 外来収益 946,905 953,034 953,034 953,034 949,227 

 その他医業収益 280,048 280,048 280,048 280,048 280,048 

医業外収益 1,376,590 814,576 747,672 740,815 748,988 

特別利益 3 3 3 3 3 

医業費用 4,939,256 4,940,278 5,378,466 5,493,218 5,529,593 

 職員給与費 2,791,380 2,791,380 3,020,445 3,074,594 3,074,594 

 材料費 714,058 766,464 918,216 965,983 990,784 

 経費 961,396 951,732 1,044,041 1,068,499 1,063,328 

 減価償却費 430,951 389,230 354,292 342,671 359,415 

 その他医業費用 41,472 41,472 41,472 41,472 41,472 

医業外費用 304,335 296,167 295,744 295,522 293,885 

特別損失＋予備費 27,275 27,275 27,275 27,275 27,275 

医業損益 ▲1,258,547 ▲989,432 ▲645,396 ▲513,926 ▲422,458 

経常損益 ▲186,292 ▲471,024 ▲193,468 ▲68,632 32,645 

収益的収支合計 

（3条損益） 
▲213,564 ▲498,296 ▲220,740 ▲95,904 5,373 

資本的収支合計 

（4条損益） 
▲245,788 ▲143,695 ▲184,283 ▲201,684 ▲209,519 

実質現金ﾍﾞｰｽの 

3 条・4条損益 
▲222,539 ▲412,514 ▲143,792 ▲25,649 88,564 

 R3 R4 R5 R6 R7 

医業収支比率 77.5% 82.9% 90.7% 93.3% 95.0% 

経常収支比率 96.4% 91.0% 96.6% 98.8% 100.6% 

職員給与費比率 66.1% 61.8% 56.6% 54.9% 53.6% 

材料費比率 19.4% 19.4% 19.4% 19.4% 19.4% 

経費比率 32.0% 29.6% 26.8% 26.0% 25.2% 

（単位：千円） 
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③ 収支シミュレーション結果から見える問題点 

  前項で定めるアクションプランの実行により、経営診断から見える課題の解

決及び今回のシミュレーション結果に近づく見込みではありますが、300 床を

稼働させたうえで黒字化するためには、現状の稼働率と比較して高い稼働（入

院患者の確保）が必要であることから現時点で以下のような問題が考えられ、

目標達成までのハードルが非常に高いです。 

 

 ➢ 収支シミュレーション結果から見える問題点               

  □ 一般病棟については、令和 2年度実績見込から改善が必要であるものの、

新たな診療科の医師配置及びアクションプランの実行によって実現可能

性は十分にある。 

  ■ 地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟、緩和ケア病棟につ

いては、外部環境分析が十分でない現状では、現在想定している病床機

能に見合う患者について、どれだけの確保が見込めるか改めて精査が必

要である25。 

  ■ 地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟についてはポストア

キュート（急性期医療施設からの回復期患者受入）、サブアキュート（在

宅や介護・福祉施設等からの急性増悪患者の受入）など、回復期入院患

者を受け入れるための在宅医療も含めた医療施設や介護・福祉施設等と

の綿密な連携の仕組み整備が必要となる。 

  ■ 緩和ケア病棟については、対象となる疾患が絞られ、院内で治療してい

るがん患者のみでは病床を稼働させることが困難であるため、がんを中

心とした在宅医療も含めた地域医療連携の仕組み整備による対象患者の

確保が必要となる。 

  ■ 現在想定している病床機能で 300 床を稼働させるためには、医師の確保

が必須であるが、全国的に医師不足である状況の中、さらに相双医療圏

においては医師確保が大きな課題である。 

 

  今回の経営改善の方針の中では病床機能等の検討は行わず、現時点で決定し

ている条件のもと、想定される状況の中で目標達成を目指したシミュレーショ

ンとしました。 

  しかしながら、病床再編計画策定時から多くの状況変化があったこともあり、

上記のような問題点を抱えているのも事実です。 

  そのため、必要な病床機能や診療科については、新たな改革プランの策定の

中で、経営効率化の視点や公立病院の役割などを踏まえ、外部環境分析を行い

ながら改めて検討をすることとします。 

                             
25 病床再編計画では「相双医療圏には回復期の病床が少ない」「がん罹患患者が増える中で終末期ケアを行う

施設が求められているが相双医療圏にはない」等から需要を見込んでいるが、相双医療圏内の住民の帰還状況

等を踏まえると、新たな患者確保についてはの見込みよりも厳しい状況が予想される。 
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５．新たな改革プラン策定に向けて                  
（１）経営改善の方針で定める取組の進捗管理と定期的な評価 

経営改善の方針で定めるアクションプランについては、令和 3年度以降、具体

的な検討を行いながら推進するととともに、進捗管理と定期的な評価を行います。 

なお、今回の経営改善の方針は改革プランにおける 4 つの柱（『地域医療構想

を踏まえた役割の明確化』、『経営の効率化』、『再編・ネットワーク化』、『経営形

態の見直し』）のうち、『経営の効率化』のみに着目したものです。 

新たな改革プランにおける経営効率化の取組は今回策定したものを基本とす

る予定ですが、新たな改革プラン策定までの本方針の進捗状況や効果、今後国か

ら示されるガイドライン等を踏まえ、改めて検討するものとします。 

 

（２）外部環境調査の継続実施と病床再編計画の再検証 

今回の経営改善の方針策定にあたり、国民健康保険・後期高齢者医療制度レセ

プトデータによる受療動向分析を一部実施しましたが、地域医療環境（外部環境）

の分析が十分には実施できなかったため、新たな改革プランの策定に向けて引き

続き実施します。 

また、当院では総合病院を 300 床とする病床再編計画を策定しましたが、主要

診療科の常勤医減少や新型コロナの感染拡大など策定時には想定できなかった状

況変化があったことから、外部環境分析の実施に併せて、必要な診療機能や診療

科について改めて検討します。 
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＜参考＞経営指標の概要26                       
➢ 医業収支比率                               

 （算出式）医業収益／医業費用×100 

 【指標の意味】 

   病院の医業活動から生じる医業費用に対する医業収益の割合を示す指標。 

 【分析の考え方】 

   医業費用が医業収益によってどの程度賄われているのかを示すものであり、

医業活動における経営状況を判断するもの。 

  ＜平成 30 年度地方公営企業年鑑における 200 床以上 300 床未満の指標＞ 

   医業収支比率：85.5％ 

（経常収支黒字病院：91.9％、経常収支赤字病院：81.9％） 

   当院の実績 ：81.3％（平成 30 年度）、83.6％（令和元年度） 

 

➢ 経常収支比率                               

 （算出式）経常収益／経常費用×100 

 【指標の意味】 

   医業費用・医業外費用に対する医業収益・医業外収益の割合を表し、通常の

病院活動による収益状況を示す指標。 

 【分析の考え方】 

100％以上となると単年度収支が黒字となり、下回ると赤字となる。新公立病 

院改革ガイドラインでは、「公立病院が、地域の医療提供体制の中で、適切な役

割を果たし良質な医療を提供していくためには、一般会計から所定の繰出が行

われれば「経常黒字」となる水準を早期に達成し、これを維持することにより、

持続可能な経営を実現する必要がある」とされている。 

   ＜平成 30 年度地方公営企業年鑑における 200 床以上 300 床未満の指標＞ 

    経常収支比率：96.7％ 

    当院の実績 ：91.3％（平成 30 年度）、97.1％（令和元年度） 

 

➢ 職員給与費比率（職員給与費比対医業収益比率）               

 （算出式）職員給与費／医業収益×100 

 【指標の意味】 

   医業収益の中で職員給与費が占める割合を示す指標。 

 【分析の考え方】 

   病院は人的サービスが主体となる事業であり、職員給与費が最も高い割合を

占める。業務委託化が進んでいる病院は委託料対医業収益比率と合わせて確認

することが必要。 

  ＜平成 30 年度地方公営企業年鑑における 200 床以上 300 床未満の指標＞ 

    職員給与費比率：59.3％ 

（経常収支黒字病院：55.8％、経常収支赤字病院：61.5％） 

   当院の実績  ：58.2％（平成 30 年度）、57.7％（令和元年度） 

                             
26 総務省 地方公営企業決算 経営比較分析表「経営指標の概要（病院事業）」をもとに記載。 
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➢ 材料費比率（材料費対医業収益比率）                    

 （算出式）材料費／医業収益×100 

 【指標の意味】 

   医業収益の中で材料費が占める割合を示す指標。 

 【分析の考え方】 

   薬品費等を含む材料費は、費用の中で高い割合を占める。医療資源の投入量

によって変化するため、一般的には急性期医療の度合いが高くなると材料費比

率は高くなる傾向がある。 

  ＜平成 30 年度地方公営企業年鑑における 200 床以上 300 床未満の指標＞ 

    材料費比率：19.3％ 

（経常収支黒字病院：17.0％、経常収支赤字病院：20.7％） 

   当院の実績：21.1％（平成 30 年度）、20.3％（令和元年度） 

 

➢ 経費比率（経費対医業収益比率）                      

 （算出式）経費／医業収益×100 

 【指標の意味】 

   医業収益の中で経費が占める割合を示す指標。 

 【分析の考え方】 

   委託料や光熱水費等を含む経費は、費用のうち職員給与費に次いで高い割合

を占める。類似病院平均より上回っている場合は、その原因について分析し、

改善へ向けて検討することが必要である。 

  ＜平成 30 年度地方公営企業年鑑における 200 床以上 300 床未満の指標＞ 

    経費比率 ：27.6％ 

（経常収支黒字病院：27.7％、経常収支赤字病院：27.5％） 

   当院の実績：31.0％（平成 30 年度）、29.6％（令和元年度） 


